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　以下、第 2 章では IFRS における初度適用の規定等を確認し、第 3 章で先行研究を概観する。
次に、第 4 章でわが国において IFRS を適用した医薬品業界の会社のデータを用いて分析を行
い、第 5 章で本稿のまとめを行う。











に IFRS の採用を進めたのが欧州連合（EU）であり、EU では 2005 年から上場会社に IFRS
















1 EU はピュア IFRS を採用したのではなく、一部カーブアウトを認めているので、厳密には EU 版 IFRS と言うこ
ともできるのであろうが、カーブアウトした基準を適用している会社は少数であることが知られており、EU は概
ねピュア IFRS を採用していると考えられる。
2 細かくは、外国会社については米国基準との差異調整表がなくとも IFRS を適用することが可能である。













り、日本取引所によれば、2016 年 8 月現在、指定国際会計基準適用済みの会社数は 101 社、
適用を決定している会社数は 20 社である4。
　なお、東京証券取引所が行った調査（「会計基準の選択に関する基本的な考え方」の開示内
容の分析、2016 年 7 月公表、分析対象会社 3,507 社）によると、
□ 2016 年 6 月 30 日までに指定国際会計基準により連結財務諸表または四半期連結財務諸
表を提出済みの会社　85 社






ることになる。この数値は、2014 年 6 月末と比較すると 99 社増加（2016 年 3 月末と比較する
と 13 社増加）しており、ごく短期間のうちに急増していることがわかる。これを株式時価総
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医薬品業界における国際財務報告基準採用の会計数値への影響
□ のれんの非償却から償却への変更（修正会計基準第 1 号）5




















　2.1 で述べたように、わが国では 4 通りの会計基準を選択することができるが、2016 年 8 月
現在、指定国際会計基準適用済みの会社数は 101 社である。指定国際会計基準適用済みの会社
101 社を、業種ごとに整理すると表 1 のようになる。なお、業種分類は東京証券取引所の分類
に従っている。
5 ピュア IFRS ではのれんは償却を行わないこととされているが、修正国際基準では、日本基準と同様に、のれん
は 20 年以内の一定の年数にわたって定額法その他の合理的な方法により規則的に償却することとされている。
6 ピュア IFRS では、一定の項目について、その他の包括利益に計上した後に当期純利益にリサイクリング処理（組
替調整）を行わない会計処理を採用しているが、修正国際基準では、これらについてもリサイクリング処理を行
うこととされている。
7 新日鐵住金株式会社は、2016 年 4 月に公表した決算短信の「会計基準の選択に関する基本的な考え方」において、











業　種 （a） （b） （a/b） 業　種 （a） （b） （a/b）
医薬品 10  66 15.2 非鉄金属  1  34 2.9
輸送用機器 11  96 11.5 情報・通信業 11 376 2.9
その他金融業  2  30  6.7 サービス業 11 387 2.8
電気機器 15 258  5.8 金属製品  2  85 2.4
ゴム製品  1  19  5.3 鉄鋼  1  45 2.2
証券、商品先物取引業  2  42  4.8 機械  5 229 2.2
精密機器  2  50  4.0 不動産業  2 114 1.8
ガラス・土石製品  2  56  3.6 陸運業  1  58 1.7
化学  7 209  3.3 小売業  4 335 1.2















のみを検討する。医薬品業界に限定すると、表 2 の 10 社が対象となる9。
表 2　医薬品業界における指定国際会計基準適用会社
会社名 適用時期 会社名 適用時期
中外製薬 2013 年 12 月期 第一三共 2014 年 3 月期
武田薬品工業 2014 年 3 月期 エーザイ 2015 年 3 月期
アステラス製薬 2014 年 3 月期 参天製薬 2015 年 3 月期
小野薬品工業 2014 年 3 月期 ジーエヌアイグループ 2015 年 12 月期




8 上場会社数は、東証一部、二部、マザーズ、JASDAQ に上場する会社数である。ただし、REIT 等、SPC として
機能している会社および外国会社は除いている。また、指定国際会計基準適用会社がない業界については表に含
めていない。
9 中外製薬、エーザイ、田辺三菱製薬は第 1 四半期から適用している。
10 決算短信ではなく有価証券報告書より適用している。
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　指定国際会計基準に含まれている IFRS 11第 1 号では、IFRS 以外の会計基準に準拠して（連
結）財務諸表を作成していた会社が初めて IFRS に準拠した（連結）財務諸表を作成する際に






遡って財務諸表を公表するわけではなく、各会社は、①最初の IFRS 財務諸表（t 期と t － 1
期の財務諸表。このうち、t 期は最初の IFRS 報告期間となる。）および② IFRS 移行日（t －
1 期の期首）の開始財政状態計算書を作成・公表することになる。
　IFRS 移行日の開始財政状態計算書の作成にあたっては、最初の IFRS 財務諸表と同じ会計
方針を採用する。つまり、IFRS 移行日に有効であった IFRS の個別基準に従うのではなく、













　海外の会社を対象とした IFRS 適用の影響に関する先行研究のうち、O’Connell and 
Sullivan [2008]、Aisbitt [2006] については林 [2010] および林 [2015] において詳細にまとめら
れている。そのため、これらについて、詳細は原著および林 [2010] および林 [2015] に譲るが、
O’Connell and Sullivan [2008] は本稿における検討の基になる手法を用いているため、やや詳
11 2.3 においては、指定国際会計基準に含まれる IFRS 第 1 号の説明であるため、「指定国際会計基準」ではなく「IFRS」
と表記している。
12 2.3 と同様に、海外事例を分析した文献については、「指定国際会計基準」ではなく「IFRS」と表記している。また、
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しく述べる。これらに対し、Hung and Subramanyam [2007]、DeGeorge, Li and Shivakumar 
[2016] については、林 [2010] および林 [2015] には含まれていないため、必要な部分をとりあ
げる。
　まず、Hung and Subramanyam [2007] においては、IFRS を自発的に適用したドイツの会






　次に、O’Connell and Sullivan [2008] は、分析対象国を広げるとともに自発的に適用した会
社ではなく IFRS が強制的に適用された会社を対象として、2004 年の数値を用いて分析して
いる。O’Connell and Sullivan [2008] の大きな特徴は、Index of Comparability14を用いている
点である。彼らが用いている Index of Comparability は、「1 － ｛（現地基準のもとでの当期純
利益 － IFRS のもとでの当期純利益）÷現地基準のもとでの当期純利益の絶対値｝」という式
で示される。この式を用いることにより、算定結果が 1 よりも大きくなれば、IFRS に準拠し
た場合の方が当期純利益が大きいことを示しており、1 より小さくなれば、IFRS に準拠した
場合の方が当期純利益が小さいことを示している。検証の結果、現地基準から IFRS に会計基
準を変更することにより、当期純利益が高くなっている会社が 37 社中 27 社あり、検定の結果、
Index of Comparability が 1 と等しいとする帰無仮説が棄却されている。
　また、O’Connell and Sullivan [2008] では、IFRS の個別基準の影響も検証しており、調整
会社数では企業結合（IFRS 第 3 号）、株式報酬（IFRS 第 2 号）、従業員給付（IAS 第 19 号）
などが多く、特に企業結合（IFRS 第 3 号）が当期純利益を最も増加させているとの結果を得
ている。なお、当期純利益を減少させた個別基準としては、法人所得税（IAS 第 12 号）、有形
固定資産（IAS 第 16 号）、リース（IAS 第 17 号）などがあった。
　このように、O’Connell and Sullivan [2008] が当期純利益への影響に注目しているのに対し、
Aisbitt [2006] は純資産に与える影響に注目している。サンプルは 2005 年 1 月 1 日においてイ




た。次に、O’Connell and Sullivan [2008] と同様に個別基準の影響を行い、従業員給付（IAS
第 19 号、IFRS 第 2 号）、後発事象（IAS 第 10 号）、収益（IAS 第 18 号）が比較的大きかっ
たとしている。なお、金融商品（IAS 第 39 号）の影響は予想に反し軽微であったことも指摘
されている。
　次に、DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] は、重厚なサーベイ論文である。すでになされ
てきたサーベイ論文も含め、新たにいくつかの領域に分けて先行研究を分類し、個々の先行研
14 林 [2011] では比較可能性指標とされている。なお、林 [2011] の脚注で指摘されているように、Index of 
Comparability はもともとは保守主義を示す指標（Conservatism Index）として考案されたもののようである。
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究を概観したものである。DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] は 11 章からなる長編の論文




　DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] 第 3 章 で は、 ① に つ い て、 上 述 の Hung and 
Subramanyam [2007] に言及した上で、当期純利益の価値関連性について異なる結果となっ
ている Bartov, Goldberg, and Kim [2005] を紹介している。すなわち、Bartov, Goldberg, and 
Kim [2005] では、IFRS、米国会計基準および現地会計基準（ドイツの会計基準）を比較し、
現地会計基準よりも、IFRS や米国会計基準の方が価値関連性が高いと結論づけているのであ
る。また、フィンランドの会社をサンプルとした Kinnunen, Niskanen, and Kasanen [2000] で
は、IFRS に準拠した会計数値の方が海外投資家にとって情報価値が高いとしている。同様に、
スイスの会社を対象とした Auer [1996] においては、IFRS に準拠した会計数値はスイスの投
資家にとって情報価値が高いとしている。
　また、巨大な資本市場を有する米国市場を対象とした先行研究として、Harris and Muller 






























決算短信にでは、「差異 100、原因は A」としていても、決算説明資料等では「差異 100、こ









　まず、①については、O’Connell and Sullivan [2008] を参考にし、次の指標を用いる。この際、
分母がマイナスになるサンプルがないため、分母は絶対値にせずそのままの数値を用いている。
なお、Index of Comparability ＮＡは純資産に関する比較可能性指標、ＮＡＩＦＲＳは指定国際会
計基準のもとでの移行日における資本、ＮＡＪは日本基準のもとでの移行日における純資産で
ある。





グループと田辺三菱製薬の 2 社がマイナスで、ジーエヌアイグループがゼロ、他の 7 社はプラ
スであった。これを平均してみると、平均値は 2.99％、中央値は 1.96％、標準偏差は 4.26％で
ある。ただし、ジーエヌアイグループがやや特殊であり、ベンチャー企業であるが故に調整項
目がほぼ存在せず、純資産の調整額合計はゼロになっている。そこで、ジーエヌアイグループ
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ある。ただし、ジーエヌアイグループがやや特殊であり、ベンチャー企業であるが故に調整項
目がほぼ存在せず、純資産の調整額合計はゼロになっている。そこで、ジーエヌアイグループ
















るいは－ 1％超）の調整がなされている項目を確認すると、多い順に、無形資産（10 社中 8 社）、
繰延税金資産または繰延税金負債（10 社中 5 社）、有形固定資産（10 社中 4 社）、退職給付に



















いる。これらは、10 社中 6 社で指定国際会計基準移行日における調整額に関する注記がなさ
れている。
　もう一つは、のれんに関連する調整である。2.3 で述べたように、IFRS 第 1 号には免除規定









いて、米国の Morphotek Inc. の買収により取得した技術資産の一部は IFRS における無形資
産の要件を満たさないため、関連する繰延税金を含めてのれんの一部として組み替えておりま
16 たとえば、棚卸資産は 10 社中 7 社で調整がなされているが、0.5％（あるいは－ 0.5％）を超える調整がなされて
いる会社はない。
17 IAS 第 38 号第 25 項参照。
18 後述のように、のれんの償却・非償却は、移行日以降の会計期間の損益に影響を及ぼす。































に関する会計基準」が 2012 年に改正され、2014 年 4 月 1 日以後開始する連結会計期間から適
用されており、指定国際会計基準と日本基準との間の差異が大きく解消されている。退職給付









































に関する会計基準」が 2012 年に改正され、2014 年 4 月 1 日以後開始する連結会計期間から適
用されており、指定国際会計基準と日本基準との間の差異が大きく解消されている。退職給付






















有形固定資産 無形資産 退職給付 繰延税金 調整額全体
平 均 値  2.01  4.10 -0.57 -0.78  3.33
中 央 値  0.25  3.10 -0.30  0.00  2.23
最 大 値 13.16 14.44  0.57  1.95 10.51
最 小 値 -0.56  0.20 -2.30 -4.79 -4.35














Index of Comparability ＮＩは当期純利益に関する比較可能性指標、ＮＩＩＦＲＳは指定国際会計
基準のもとでの移行日を含む会計期間の当期純利益、ＮＩＪは日本基準のもとでの移行日を含
む会計期間の当期純利益である。





が、中外製薬、小野薬品工業、第一三共の 3 社がマイナスで、他の 7 社はプラスであった。こ
れを平均してみると、平均値は 27.11％、中央値は 7.57％、標準偏差は 66.01％である。ただし、
そーせいグループは、日本基準のもとでの当期純損失の絶対値に対して大きな調整額を計上し
ており、除外した方が全体の指標をよく示すことができる。そこで、そーせいグループを除い
た 9 社で同様に計算すると、平均値は 5.24％、中央値は 5.31％、標準偏差は 7.55％となる。そー
せいグループを除いたデータでも、3 社が 10％を超えており、1 社が 10％弱、3 社がマイナス













認すると、多い順に販売費及び一般管理費（全社）、売上高（10 社中 6 社）、法人税等（10 社









































認すると、多い順に販売費及び一般管理費（全社）、売上高（10 社中 6 社）、法人税等（10 社












































































と、1 社が売上高の減少が大きいことであり、もう 1 社は研究開発費の増加が大きいことで
あり23、最後の 1 社は営業外収益及び特別利益の減少が大きいことであった。調整額の合計が
マイナスであることの原因について、特定の傾向があったわけではない。なお、先行研究と比






売上高 売上原価 研究開発費 法人税等 調整額全体
平 均 値  -6.21  3.53 4.25  2.06  5.24
中 央 値  -1.78  0.00 2.18  1.01  5.31
最 大 値   2.56 22.32 19.72 10.29 16.46
最 小 値 -10.96 -1.81 -5.27 -9.10 -4.73
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